
法政大学・法学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６７５

基盤研究(C)（一般）

2021～2015

「東アジアにおける『共和国』の意味ー韓国を中心に」

Meaning of 'Republic' in East Asia

４０２５９３１２研究者番号：

國分　典子（Kokubun, Noriko）

研究期間：

１５Ｋ０３１０８

年 月 日現在  ４   ６   ６

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：「大韓民国」の設立は、歴史的には1919年の臨時政府時代に求められる。この時から
韓国は「民主共和国」であることを憲法上表明してきた。本研究では、その「共和国」の意味とは何かを歴史的
観点、および現代の憲法論的観点から考察し、以下の3点を特徴として挙げた。
　1.歴史的に東アジアでは、「共和」という言葉には自由よりも調和に配慮した、社会国家に親和性を有する側
面があった。２．しかし韓国では、南北分断状況で実質的に「共和国」の国民は「自由民主的基本秩序」という
枠組で規定されることとなった。３．現代韓国の「共和国」の意味内容の確定については、憲法裁判所が大きな
役割を果たしていると考えられる。

研究成果の概要（英文）： Historically, the Republic of Korea was established during the provisional 
government in 1919. Since then, Korea declared itself as a "democratic republic." In this research, 
meaning of the "Republic" is examined from a historical and present constitutional perspective, and 
the following three characteristics are pointed out:
　1. In East Asia, the word "Republic" historically used to be close to the social state that 
preferred more about harmony than freedom.　2. In South Korea, however, the people of the "Republic"
 are practically defined in the framework of the "Liberal Democratic Basic Order" under the 
situation of division between the two Koreas.　3. The Constitutional Court plays a critical role in 
defining the meaning of  "Republic"　in present Korea.

研究分野：法学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「共和国」の意味については、主に西洋思想の分野で論じられてきた。しかし、東アジアにおいてはそれとは異
なる意味が形成されているのではないかというのが、本研究の視点である。大韓民国（Republic of Korea)の国
家および国民概念を歴史研究および現代の憲法論的研究を接合させて検討したことが、本研究の学術的意義であ
る。
　建国過程や南北分断が及ぼす国家概念や国民概念への影響の指摘とともに、特に現代において憲法裁判所が国
家理念の意味を充てんする役割を果たしていること、「民主共和国」の具体的意味内容を提示する機能をももっ
ているのではないかということを指摘した点に意義があると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) 着想の端緒 
                                             
 本研究に着手するまでの過程で、主に立憲主義との関係という視点から大韓民国建国以降の
韓国民主主義の特徴について考察してきた。そのような中で行き着いたのが、韓国の民主主義理
念には、共和主義的な要素が強く含まれているのではないか、という点であった。これは、韓国
のみならず、近代国家形成期の東アジアの特徴、すなわち、人権に対する国権の優位という論点
にも結び付き得ると考えられるものである（國分『近代東アジア世界と憲法思想』 慶應義塾大
学出版会 2012 年参照）。 
韓国の近代国家形成過程では、憲法論的にみれば、ドイツ国法学の影響が強かったと考えられ
る（その端緒としては、1910 年前後の日本を通じたドイツの理論の流入があった）。 一方で、
愛国啓蒙期や独立運動期に政治思想的には中国からも多くの影響を受けた。そうした歴史を通
じて、現代の韓国憲法 1 条 1 項は「大韓民国は民主共和国である」と規定している。この条項
は、植民地時代に臨時政府が制定した憲法に盛り込まれて以来、建国後の憲法に継承されている
ものである。こうした背景を考えると、韓国における「共和国」の意味には、フランスやアメリ
カなどの理解と異なった面があると予想される。 
 
(2) 研究開始当初の先行研究状況  

 
 「共和国」概念については、日本の憲法学では主としてフランス憲法研究者により検討されて
きた。また政治思想分野では共和主義の思想が脚光を浴びてきているという状況が、本研究当初
にはあった。 そのような中で、韓国を含む東アジア地域において「共和国」概念がどのような
意味をもつのかについての検討は日本ではほとんど行われていなかったが、韓国では、憲法の規
定する「共和国」の意味が着目されつつあった。憲法学の分野では、李國運、韓尚煕、金善擇ら
がフランスの「共和国」 概念やアメリカの共和主義思想の観点から韓国の民主主義を見直そう
とする論文を発表している。また著書としては、金東勲「韓国憲法と共和主義」（京仁文化社，
2011 年）が出版されていた。但し、これらは欧米の共和主義思想の潮流を今日の韓国の憲法論
に当てはめた場合にどうなるかという視点からの考察にとどまるものであった。法思想史分野
では、李映録「韓国 における『民主共和国』の概念史―特に『共和』概念を中心に」法史学研
究 42 号（2010 年 10 月） に本研究に関連する重要な史的考察が含まれており、また 2013 年
には、朴贊勝『大韓民国は民主共和国である』（トルペゲ、2013 年）が出版され、韓国の「共和」
の概念にアプローチする研究が出始めていた。 
 こうした韓国の先行研究を踏まえ、歴史と現代をつなぐ観点からの研究が必要ではないかと
考えるに至った。 
 
(3) 韓国における国民概念の変容状況 

 
現代の問題として、韓国は外国人の地方参政権を認め、また一定の場合に二重国籍を認める等、
移民国家化の政策も打ち出し始めた。このことは近代国民国家観からの脱却という面を有する
可能性があり、日本を含めた他の東アジア地域との比較としても注目される。こうした新たな政
策が「共和国」概念に何をもたらしうるのか。(2)で述べたように、西洋の「共和国」について
の議論は、韓国でも参照されているが、 東アジアの「共和国」概念が欧米の理論とどのように
結びつき、新たな国家観を提示しうるのかという現代的な関心も本研究の着想の背景にある。 
 
２．研究の目的 
 
上述のように、本研究では韓国の憲法学分野の研究と法・政治思想史分野の研究を接合して検
討し直すことで、韓国の共和国概念、ひいては東アジアにおける「共和国」および「共和」の概
念の特徴を明らかにすることを目標とした。具体的な目的としては、特に以下の 3 点を想定し
た。 
 
(1) 韓国の「共和国」概念の分析および東アジア地域におけるその歴史的位置づけの解明 
 
 韓国臨時政府時代・建国後の独裁体制下・民主化以降において「共和国」がどのように理解さ 
れてきたかを通史的に捉え直すと同時に、その歴史的背景にあると考えられる中国の影響、南北 
分断の中での「共和国」概念の特徴、等を明らかにする。 
 
(2) 韓国の近代国民国家形成途上における「国民」概念の分析および現代の移民政策下での「国 



民」概念変容についての分析  
 
韓国において「国民」概念が導入されてから植民地時代・独立運動期を経て、今日に至る過程
での概念変化を分析し、「共和国」概念との関係を明らかにする。 
 
(3) 欧米の「共和国」概念との比較における韓国の「共和国」概念の現代的意味の解明 
 
 (1)の分析結果を基礎に、東アジアの文脈における韓国の「共和国」概念と西洋の「共和国」概 
念との異同を明らかにする。さらに(2)の分析結果を基礎に、国民国家の変容の中での現代韓国
の 「国民」概念が今日の「共和国」概念理解にどのように影響するか、また思想史的にそれを
どのように位置づけることができるかを解明する。 
 
 
３．研究の方法 
 
(1) 「共和国」および「国民」概念の史的研究 
 
臨時政府時代に関しては、臨時政府時代に臨時政府が出した各種法令および議政院文書等を
史料として用い、検討した。また建国後の状況に関しては、国会議事録等の政府文書や大統領の
演説等から国家理念や国民概念に関わる内容を分析した。 
また韓国の歴史的国家概念と明治憲法下の日本、初期中華民国における言説と比較した。 
 
(2) 現代韓国の国家概念および国民概念に関する憲法学的研究 
 
 現代の韓国の状況に関するアプローチとしては、立法、判例、学説を取り上げて検討すること
とした。立法面では、国籍法の変化、公職選挙法の変化等を分析した。また、判例としては、特
に大統領弾劾事件、政党解散事件といった憲法裁判所の重要決定が研究期間中に出されたので、
その中にみられる国民意思や民主主義理解に関する論点を分析した。学説としては、研究期間中
に「共和国」」概念に関わる論文がかなり出たので、これらを参照した。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 韓国の「共和国」概念の分析および東アジア地域におけるその歴史的位置づけについて（＝
研究目的(1)） 
 
 概念的にみると、19 世紀末～20世紀初頭の朝鮮・韓国における文献においては、「民主」の概
念には立憲君主制が含まれていたことが見受けられる。一方、韓国の共和制への転換の直接的な
引き金となったと考えられるのは、1911 年に起こった辛亥革命である。「民国」は英語では
Republic と訳され、この時点では民主と共和はほぼ同義であったのではないかと考えられる。 
しかし、中国からの思想的影響の過程では、独立運動期に入って「共和」の概念の中に三民主
義や三均主義（＝韓国において趙素昴が提唱した平等を重視した国家観）の思想が込められてい
ったことが窺われる。趙素昴にせよ孫文にせよ、社会の発展型として描いた理想は、遡れば、
変法自強運動で知られる康有為の「大同世界」に類似している。趙素昴は、日本が朝鮮半島
への力を強め、韓国人留学生たちが反日意識を強めた時期に日本に留学しており、留学生団
体の雑誌に後の三均主義に至る思想の端緒とみられるような論稿を発表しているが、その
際に康有為の名前が引用されている。康有為、孫文、趙素昴の理論には、国際・国内の両面
での平等を唱え、国内的な政治・経済の平等の問題を国際的な民族平等の問題と一体として
考える傾向をもっていたという共通点がある。また儒教的な仁義礼智は、社会的協調・調和
を重視する点で、個人主義・自由主義よりは社会国家的な思想に親和性を有することも、か
れらの思想的基盤に影響したのではないかと考えられる。 
 なお、独立運動には、ロシア革命の影響もあった。独立運動当初、ばらばらに設立された亡命
政府の 1つは、ロシアにあった大韓国民議会であった。各地に立ち上げられた臨時政府は、「大
韓民国臨時政府」に統合されるが、その政府が作った臨時憲法第 1次改憲の臨時憲法は大統領制
であったのに対し、1919 年の臨時憲章、第 2 次改憲と第 3 次改憲は、臨時議政院と国務会議の
間に信任関係がある議院内閣制的構造を採用した。1940 年の第 4 次改憲では、国務会議ではな
く国務委員会という名称が使われ、臨時議政院との間の議院内閣制的な構造はみられず、ソビエ
ト的な構造が予定されていたのではないかとの見方がある。しかしその後、1941 年の建国綱領
や第 5次改憲が臨時政府の立て直しを図って、第 2～4次改憲より詳細な文書となっており、第
5 次改憲では、議院内閣制的構造に戻った。建国綱領の内容には超素昴が関わっており、建国
綱領が 1948年大韓民国建国の際の憲法制定にあたっても参照された。 
以上から、戦後冷戦下での韓国の国家形成の際に受け継がれた独立運動時代の国家観の
主たるものは趙素昴の提示した国家理念であったのではないかということ、韓国の「共和国」



理念に平等を重視する特徴が含まれているのではないかということを明らかにした。 
 
(2) 韓国の近代国民国家形成途上における「国民」概念の分析および現代の移民政策下での「国 
民」概念の変容について (=研究目的の(2)) 

 
 この点に関しては、建国後の韓国がおかれた特殊な状況が憲法の国家観にどのような影響を
与えたかという観点から考察した。現代の憲法 3条（領土条項）と 4条（統一条項）の関係、韓
国憲法が想定する国民の範囲には北朝鮮住民も含まれること、在外国民についての憲法裁判所
の判断、脱北者（＝北朝鮮離脱住民）の取り扱いを分析し、さらに現代の国籍法の変化（＝二重
国籍の限定的容認）、それにまつわる分断の問題を考察した。 
 韓国では、北朝鮮住民も韓国民と法的には捉えている。伝統的に血統主義を重視するとともに、
民族統一を悲願とする韓国では、朝鮮民族（韓民族）を母体とする国民概念を想定している。し
かし、南北の分断状況において、安全保障の側面からは制限なく北朝鮮系住民を受け入れること
はもちろんできない。2007 年の在外国民についての憲法裁判所決定が在外国民が選挙権を行使
できないようにしている当時の公職選挙法が憲法に反しているとしつつも、安全保障の観点か
ら別途、制度整備をする方途がありうることを示唆していること、また国籍法改正が二重国籍を
許容しつつも、それが兵役義務の回避に繋がらないよう、厳しい規制をかけていることを分析し、
そこから憲法の基本原理とされる「自由民主的基本秩序」が実質的に韓国の国家と国民を規定す
る重要な枠組になっていることを示した。 
 
(3) 欧米の「共和国」概念との比較における韓国の「共和国」概念の現代的意味について(=研究
目的の(3)) 

 
「共和」の概念には、単なる多数決的民主主義とは異なる「権利の調整」という意味合いが含
まれる。韓国では、古くは独立協会運動や臨時政府の活動の中で議会における話し合いを重視し
ようという企図が見受けられた。しかし、建国後の権威主義体制の下で議会への信頼は揺らいだ。
そうした歴史を経た民主化後、議会や大統領といった政治部門が「民主共和国」の担い手として
どのように位置づけられているかを憲法機関の役割という観点から考察した。 
韓国の統治機構の中で、民主化後、国民の信頼を獲得してきたのは、政治部門よりも憲法裁判
所であった。「権利の調整」は憲法裁判所によって政治的場面でも行われていると考えられる。
憲法裁判所は、「政治的司法」とも呼ばれ、朴槿恵大統領弾劾や統合進歩党解散といった政治的
事件を含め、政治的意義の大きい事件について判断を示してきた。その判断の中で、憲法裁判所
が国民の意思を積極的に汲み取り、民主的基本秩序の意味内容を指し示すという形で、韓国の国
家理念、「共和国」の今日的意味を充てんしているのではないかということ、この点は基本的に、
政治部門、特に議会を通じた国民の意思形成に「共和国」の本質を求める欧米の理念とは異なる
ものと考えられることを示した。 
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 ３．学会等名
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